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 （続紙 ２ ）                          
 
（論文審査の結果の要旨） 
 本論文は、中国における環境税と「環境収費」を、その理論と実際の両面から解
明するものである。中国における環境税の実態分析は国際的な関心も高く、多くの
紹介と分析が行われてきたが、本論文の新たな学術的貢献は次の点にある。 
第1に、中国の環境税を理論面から考察するため、ピグー税以来の環境税理論を概
観し、厳格な意味での環境税定義を抽出した。この定義に基づいて中国の環境税の
実際例を分析した結果、厳密な意味での環境税定義に照らせば、「環境税」と言え
る税は中国には存在しない、というのが本論文の重要な結論の1つである。 
 本論文の中国環境税研究への学術的貢献の第2は、土地課税を、環境問題解決のた
めの重要な政策手段とみる視点から、中国における土地課税の理論と実際の問題を
徹底して解明した点にある。特に現在、土地が地方政府税収を補完する財源調達手
段として位置づけられ、各地方政府がこぞって土地を農民から収用し、民間事業者
に転売することで巨額の収入をえようとするインセンティブが強く働いている。 
 そのため、土地が本来持っているエコロジー的な機能が破壊され、農地から工場
など人工的な利用を目的とする用途に転換されることで、環境問題が深刻になって
しまうメカニズムを本論文は解明した。したがって、こうした大量の農地転用を防
ぎ、土地(とりわけ農地)が持っているエコロジー的な機能を保持することができれ
ば、それが環境政策上の目的に適うという論理を本論文は展開する。 
 その上で、本論文の学術的貢献の第3点目として、地方政府が農地転用から得る収
益に中央政府が課税することで、そこから地方政府が得る収入を削減し、よってエ
コロジー的に望ましくない農地転用を抑制することを目的とする環境税(土地課税)
の具体的な制度設計を提案した点が挙げられる。 
 だが、審査では本論文の課題も次のように指摘された。第1に、中国の環境税で
は、厳密な意味で環境税定義に適う租税は存在しないとされているが、そもそも
「本来的な環境税」は現実には存在しないため、環境税定義も広義に定義されざる
をえないこと、第2に、本論文では環境収費に関してその収入の減少が問題視されて
いるが、逆に言えばそれは政策機能を発揮している証拠とみることもでき、多様な
視点から評価すべきこと、第3に、土地公有制の中国で、市場経済を前提とした政策
課税の論理を適用することができ、また機能を発揮しうるか否かは、別途検証が必
要なこと、さらに第4に、こうした点から、中国の環境税に関する市場経済下とは異
なった定義、もしくは理論を開発する必要があること、また、土地利用規制がうま
く行っていないから課税に頼るのではなく、課税が機能するためにも土地利用規制
が必要であり、的確な両者の組み合わせが求められること、以上4点が指摘された。 
以上の課題にもかかわらず、本論文が、中国における環境税の理論と現実の問題
について、本格的な分析を行ない、有意義な示唆を引き出したことを高く評価すべ
きだという点で意見の一致をみた。よって、平成27年2月9日、論文内容とそれに関
連した口頭試問を行った結果、合格と認めた。 
 
 
 
 
 
 
 
  
